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台湾：在宅勤務に伴う労働法上の留意点 
執筆者：孫 櫻倩、今泉 勇、呉 怡箴 

 

 台湾では、新型コロナウイルス(COVID-19)感染症の急速な拡大により、全域で警戒レベルが 4 段階中の第 3 級に引き上げられ

たため、政府により在宅勤務が推奨されています。これを受け、企業では在宅勤務を行う従業員の割合を引き上げながらも、雇

用主として、労働関係法令を守りながら従業員をどのように管理していくか、模索が続いています。 

以下、実務でよく遭遇する主な留意点について説明します。 

 

1. 勤務時間の設定と勤怠管理 

 

 労働関係法令に基づき、始業時刻及び終業時刻については、就業場所がオフィスか自宅かを問わず、原則、労使双方による合

意の上定めることが認められています。在宅勤務の場合、従業員は、労使による約定(又は就業規則)で定められた勤務時間にお

いて労務を提供するべきと考えられます。 

 また雇用主には、労働基準法に基づき、従業員の勤怠記録を作成し、これを保存する義務がありますので、在宅勤務をする従

業員についても日々の勤怠記録を確実に取得し、保存する必要があります。実務上、勤怠状況の確認と記録については、出勤簿

やタイムカードに限らず、雇用主は PC の記録や電子通信機器の記録を補助的に活用することが考えられます。記録方法の例と

しては、アプリケーションソフトウェア、音声通話、スマートフォンによる打刻、オンラインでの報告、顧客による署名、通信ソフトウェ

ア又はその他の手段が考えられ、それらを、勤怠管理のツールとして活用することができます。企業は自身の業務形態、業務上

のニーズ及び備えているハードウェア／ソフトウェアに応じ、より適した方法を選択し、対応することが許容されると考えられます。

実際、業務日報などを従業員自身に記載させ、労使双方が合意した方法で報告させる雇用主も見受けられます。 

 

2. 勤務時間の延長と残業代 

 

 在宅勤務において残業が必要となった場合、労働関係法令に基づき、従業員が雇用主の同意を得てから残業をするという、事

前承認制を取り入れることが適切と考えられます。その上で、残業時間自体の記録については従業員が自身で残業の開始及び
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終了の時刻を記録する一方で、会話や通信の記録、その間に作成された文書の提出記録など、労使双方の合意により定められ

た方法を補助的に活用して雇用主に報告することが考えられます。雇用主はこれら記録を保存し、残業代の計算及び支払いの

根拠とすべきでしょう。 

 

3. 通勤手当 

 

 在宅勤務体制が、通勤手当又は交通費の支給に影響するかどうかは、その性質により判断する必要があります。 

 即ち、会社が、従業員が実際に支出した交通費を根拠としてそれに応じた金額の手当を支給している場合、在宅勤務により通

勤が不要になれば、支給の必要はないと考えられます。一方で、通勤手当が経常的に支給され実質的に賃金とみなされ得る場

合(実際の通勤にかかった支出額を問わず一律同額支給されているなど)、通勤が不要になったからといって通勤手当を減額して

しまえば、雇用者による一方的な賃金の引き下げ、又は従業員に不利となる措置ともみなされかねません。ケースバイケースの

対応が考えられるものの、このような場合、事前に従業員の同意を得る方がより慎重な対応と考えられます。 
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西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士* 

西村朝日台湾法律事務所共同代表 

i.sun@nishimura.com 

2003年台湾弁護士登録(台北弁護士会)。2014年外国法事務弁護士登録(第一東京弁護士会)。2003-2006年台北の

寰瀛法律事務所(Formosan Brothers 法律事務所)ほかにて勤務。2020年西村朝日台灣法律事務所共同代表に就

任。日本を拠点として活動する数少ない台湾弁護士の一人として、M&A、ファイナンス、国際取引全般、独占禁止法、

および知財争訟等を中心に、日台間の幅広い渉外案件に従事。 
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西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士 

i.imaizumi@nishimura.com 

2004年東京大学法学部卒業。2006年弁護士登録。2013年ニューヨーク州弁護士登録。複数国での海外駐在経験を

生かし、日系企業による台湾進出案件に集中的に関与。投資案件・紛争案件問わず、アジア諸国において各国外国

法弁護士と緊密に連携して日系企業にアドバイスした豊富な経験を有する。 
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西村あさひ法律事務所 台北事務所 台湾およびニューヨーク州弁護士 

i.wu@nishimura.com 

2009年台湾弁護士登録(台北弁護士会)。2011年ニューヨーク州弁護士登録。2002年台湾公認会計士試験合格、2006

年米国公認会計士試験合格。2009-2018年常在国際法律事務所(Tsar & Tsai 国際法律事務所)ほかにて勤務。主に

クロスボーダーM&A、台湾での M&A および投資プロジェクト等に関するリーガルサポートおよびアドバイスを得意とす

る。 

* 外国法共同事業を営むものではありません。 
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当事務所のアジアプラクティスは、日本とベトナム、インドネシア、シンガポール、フィリピン、タイ、マレーシア、ラオス、カンボジア、ミャンマー、イン

ド、中国、台湾、香港、韓国等を含むアジア諸国との間の、国際取引を幅広く取り扱っております。例えば、一般企業法務、企業買収、エネルギー・天然資源関

連、大型インフラ、プロジェクト・ファイナンス、知的財産権、紛争処理、進出および撤退等の取引について、同地域において執務経験のある弁護士が中心とな

り、同地域のビジネスおよび法律実務を熟知した、実践的なリーガルサービスの提供を行っております。本ニューズレターは、クライアントの皆様のニーズに即

応すべく、同地域に関する最新の情報を発信することを目的として発行しているものです。 
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